
令和６年度

雄物川水系渇水情報連絡会

【 定 例 会 】

日時 ： 令和６年５月３１日（金）

１０時００分～１１時００分

場所 ： 湯沢河川国道事務所 会議室

（Ｗｅｂ会議）

司会 ： 河川管理課長

次 第

１．開 会

２．議 事 議案－１ 連絡会規約改正について （事務局）

（資料－１）

３．情報共有 （１）雄物川水系の流況について （事務局）

（資料－２）

（２）気象概況及び予報について （秋田地方気象台）

（資料－３）

（３）ダムの貯水状況と今後の対応について （各ダム管理所）

（資料－４）

（４）取水状況について （各利水者）

（資料－５）

※各利水者毎に、現在の取水状況等について簡単にお話頂くことで

予定しています。

（５）その他

４．閉 会



機　　　関　　　名 官　　　　職 氏　　　名

東北地方整備局　湯沢河川国道事務所 事務所長 松原  寛

秋田県　建設部　河川砂防課 チームリーダー 外舘　英樹

管理所長 遠藤　俊彦

専門職 石川　純一

管理係長 水木　文彦

東北地方整備局　秋田河川国道事務所 副所長 成田　正喜

東北地方整備局　湯沢河川国道事務所 副所長 岩沢　博章

副所長 菅原　崇之

建設監督官 渡辺　聖治

防災管理官 佐々木 勇樹

水害対策気象官 古水　淳

東北農政局　西奥羽土地改良調査管理事務所 次長 杉野　敏寿

調査設計課長 山田　明広

工事第二係長 裏井　大暉

工事課長 佐藤　一宏

設計係長 菊池　陽一

工事第一課長 大山　栄

技術専門官 佐々木　新太郎

技官 吉元　淳記

秋田県　生活環境部　環境管理課 チームリーダー 藤井　隼

秋田県　生活環境部　生活衛生課 主査 鎗目　隼平

チームリーダー 安藤　幸弥

副主幹(兼)サブリーダー 沢田　明彦

技師 保坂　滉一

秋田県　産業労働部　公営企業課 副主幹 熊谷　孝之

副主幹 渡邉　雅輝

主査 佐々木　亨

チームリーダー 川原　秀晴

副主幹 平石　伸也

課長 渡辺　亮

チームリーダー 上野　綾

課長 佐藤　幸雄

チームリーダー 磐田　総

秋田県　平鹿地域振興局　農林部　農村整備課 課長 秋林　正樹

秋田県　雄勝地域振興局　農林部 部長 高橋　一弥

課長 大石　博樹

チームリーダー 菊池　信二

秋田県　秋田地域振興局　建設部　保全・環境課(兼)旭川ダム管理事務所 課長（兼）事務所長 佐々木　浩喜

秋田県　秋田地域振興局　建設部　保全・環境課 チームリーダー 鈴木　友樹

秋田県　秋田地域振興局　建設部　保全・環境課　岩見ダム管理事務所 チームリーダー（兼）事務所長 中村　省巳

秋田県　仙北地域振興局　建設部　保全・環境課(兼)協和ダム管理事務所　 課長（兼）事務所長 鈴木　一利

チームリーダー 佐々木　格

副主幹 高橋　弘樹

秋田県　仙北地域振興局　建設部　保全・環境課　鎧畑ダム管理事務所　 チームリーダー（兼）事務所長 高橋　司

秋田県　平鹿地域振興局　建設部  保全・環境課(兼)大松川ダム管理事務所 課長（兼）事務所長 富樫　亨

チームリーダー 簗瀬　秀樹

技師 浅野　大貴

秋田県　雄勝地域振興局　建設部　保全・環境課 チームリーダー 菊地  秀達

秋田県　雄勝地域振興局　建設部　保全・環境課　皆瀬・板戸ダム管理事務所　 チームリーダー（兼）事務所長 佐藤  勝之

秋田市　上下水道局　浄水課 係長 下田　忍

課長 加藤　薫

副主幹 長澤　朋彦

横手市　上下水道部　水道課 次長兼水道課長 杉山　達範

課長 藤原　勉

水道班　班長 佐々木　大

課長 堀川　義浩

工務係長 川瀬　大嗣

東北電力（株）電源立地部 副調査役 菊池　裕之

課長 尾形　隆

副長 國井　定一

運用担当 中村　孝

東北電力（株）秋田発電技術センター　土木課 副長 黒澤  孝志

東北電力（株）秋田発電技術センター　水力電気課 担当副長 田中  憲司

東北地方整備局　湯沢河川国道事務所　 流域治水課 課長 穂積　薫

　　　　〃　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　河川管理課 課長 酒井　公

　　　　〃　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　河川管理課 専門調査官 栗田　政芳

　　　　〃　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　河川管理課 専門官 佐藤　元

　　　　〃　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　河川管理課 河川管理係長 佐藤　功

　　　　〃　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　河川管理課 河川維持係長 滝田　真子

　　　　〃　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　河川管理課 五代儀　奏羽

東北地方整備局　秋田河川国道事務所　 流域治水課 課長 田中　益栄

　　　　〃　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　流域治水課 山崎　真菜

　　　　〃　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　河川管理課 課長 阿部　政昭

　　　　〃　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　河川管理課 建設専門官 榎　清和

　　　　〃　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　河川管理課 河川維持係長 川口　未来
　　　　〃　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　河川管理課 天間　琴心

大仙市　上下水道局　水道課

湯沢市 建設部 上下水道課

仙北市　建設部　上下水道課

秋田県　農林水産部　農地整備課

秋田県　産業労働部　玉川発電事務所

秋田県　産業労働部　秋田発電・工業用水道事務所

秋田県　仙北地域振興局　農林部　農村整備課

秋田県　仙北地域振興局　建設部　保全・環境課

秋田県　秋田地域振興局　農林部　農村整備課

東北電力（株）再エネカンパニー水力部水力運用センター

秋田県　雄勝地域振興局　農林部  農村整備課

令和６年度　雄物川水系渇水情報連絡会【定例会】出席者名簿

東北地方整備局　玉川ダム管理所

秋田地方気象台

東北農政局　平鹿平野農業水利事業所

東北農政局　田沢二期農業水利事業所

東北農政局　旭川農業水利事業所

東北地方整備局　成瀬ダム工事事務所

秋田県　平鹿地域振興局　建設部  保全・環境課
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大曲橋
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雄物川水系渇水情報連絡会規約

（名称）

第１条 本会は、雄物川水系渇水情報連絡会（以下「連絡会」という。）と称する。

（目的）

第２条 連絡会は、雄物川水系の渇水時において、関係利水者間の調整協議が円滑に行わ

れるようにするために、河川管理者及び利水者間の情報交換を積極的に行い、渇水

時の合理的な水利用並びに河川環境の保全を図ることを目的とする。

（協議事項）

第３条 連絡会は、前条の目的を達成するため、次の事項を協議するものとする。

（１）水利用の実態に関する情報交換

（２）水利用の実態把握のための連絡体制に関すること

（３）河川流況及び水質等河川環境の保全に関する情報交換

（４）合理的な水利用の方策に関すること

（５）その他必要と認められる事項に関すること

（組織）

第４条 連絡会は、別表－１に掲げるものによって組織する。

２、連絡会に、会長１名及び副会長１名を置くものとする。

３、会長は、連絡会を代表し、会務を掌理するものとし、東北地方整備局湯沢河

川国道事務所長をもってこれにあてる。

４、副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代行するもの

とし、秋田県建設部河川砂防課長をもってこれにあてる。

５、連絡会は、必要に応じ、別表－１に掲げる以外の、利水者及び関係機関を参

加させることができる。

（会議の招集）

第５条 連絡会は、第３条に定める協議事項を処理するため、以下に示す段階において会

長が召集する。

（１）毎年度（定例会）

（２）会長が必要と認めたとき

（部会）

第６条 連絡会に部会を置く。

２、部会は、雄物川上流部と雄物川下流部とする。

３、部会に部会長を置き、東北地方整備局湯沢河川国道事務所長を上流部会長、
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東北地方整備局秋田河川国道事務所長を下流部会長とする。

４、部会長は、必要と認めたとき部委員を召集し、連絡会に準じた部会務を掌理

することができる。

（事務局）

第７条 連絡会の事務を行うため事務局を置く。

２、事務局は、東北地方整備局湯沢河川国道事務所河川管理課に置く。

３、下流部事務局を東北地方整備局秋田河川国道事務所河川管理課に置く。

４、渇水に関する情報連絡並びに記者発表については、上流事務局である湯沢河

川国道事務所が行う。

（規約の改正）

第８条 この規約を改正する必要があると認めるときは、委員の同意を得てこれを行うこ

とができる。

（雑則）

第９条 この規約に定めるものの他、連絡会の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮

って定める。

付則 この規約は、平成１８年６月５日から適用する。

付則 この規約は、平成２２年５月３１日から適用する。

付則 この規約は、平成２３年６月２２日から適用する。

付則 この規約は、平成２４年６月２２日から適用する。

付則 この規約は、平成２４年９月２０日から適用する。

付則 この規約は、平成２６年６月２７日から適用する。

付則 この規約は、平成２７年６月１７日から適用する。

付則 この規約は、平成２７年７月９日から適用する。

付則 この規約は、平成２９年７月１１日から適用する。

付則 この規約は、平成３０年６月２９日から適用する。

付則 この規約は、平成３０年８月３日から適用する。

付則 この規約は、令和２年５月２７日から適用する。

付則 この規約は、令和３年６月１０日から適用する。

付則 この規約は、令和４年６月６日から適用する。

付則 この規約は、令和５年５月３１日から適用する。
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令和５年５月３１日現在

役員等 機　　　関　　　名 役　　職
上流
部会

下流
部会

会   長 東北地方整備局　湯沢河川国道事務所 事務所長

副会長 秋田県　建設部　河川砂防課 河川砂防課長 ○ ○

部会長 東北地方整備局　秋田河川国道事務所 事務所長 ○

〃 東北地方整備局　湯沢河川国道事務所 事務所長 ○

委   員 東北地方整備局　玉川ダム管理所 管理所長 ○ ○

〃 東北地方整備局　秋田河川国道事務所 副所長 ○

〃 東北地方整備局　湯沢河川国道事務所 副所長 ○

〃 東北地方整備局　成瀬ダム工事事務所 副所長 ○

〃 秋田地方気象台 防災管理官 ○ ○

〃 東北農政局　西奥羽土地改良調査管理事務所 企画課長 ○ ○

〃 東北農政局　平鹿平野農業水利事業所 調査設計課長 ○

〃 東北農政局　田沢二期農業水利事業所 工事第一課長 ○

〃 東北農政局　旭川農業水利事業所 工事第一課長 ○

〃 秋田県　生活環境部　環境管理課 環境管理課長 ○ ○

〃 秋田県　生活環境部　生活衛生課 生活衛生課長 ○ ○

〃 秋田県　農林水産部　農地整備課 農地整備課長 ○ ○

〃 秋田県　産業労働部　公営企業課 公営企業課長 ○ ○

〃 秋田県　産業労働部　玉川発電事務所 事務所長 ○ ○

〃 秋田県　産業労働部　秋田発電・工業用水道事務所 事務所長 ○ ○

〃 秋田県　秋田地域振興局　農林部 農林部長 ○

〃 秋田県　仙北地域振興局　農林部 農林部長 ○ ○

〃 秋田県　平鹿地域振興局　農林部 農林部長 ○

〃 秋田県　雄勝地域振興局　農林部 農林部長 ○

〃 秋田県　秋田地域振興局　建設部 建設部長 ○

〃 秋田県　秋田地域振興局　建設部　保全・環境課(兼)旭川ダム管理事務所 課長(兼)事務所長 ○

〃 秋田県　秋田地域振興局　建設部　保全・環境課　岩見ダム管理事務所 事務所長 ○

〃 秋田県　仙北地域振興局　建設部　 建設部長 ○ ○

〃 秋田県　仙北地域振興局　建設部　保全・環境課　鎧畑ダム管理事務所　 事務所長 ○ ○

〃 秋田県　仙北地域振興局　建設部　保全・環境課(兼)協和ダム管理事務所　 課長(兼)事務所長 ○ ○

〃 秋田県　平鹿地域振興局　建設部　 建設部長 ○

〃 秋田県　平鹿地域振興局　建設部　保全・環境課(兼)大松川ダム管理事務所　 課長(兼)事務所長 ○

〃 秋田県　雄勝地域振興局　建設部　 建設部長 ○

〃 秋田県　雄勝地域振興局　建設部　保全・環境課　皆瀬・板戸ダム管理事務所　 事務所長 ○

〃 秋田市　上下水道局　浄水課 副理事兼浄水課長 ○

〃 大仙市　上下水道局　水道課 水道課長 ○

〃 横手市　上下水道部　水道課 水道課長 ○

〃 湯沢市　建設部　上下水道課 上下水道課長 ○

〃 仙北市　建設部　上下水道課 上下水道課長 ○

〃 東北電力（株）秋田支店　企画管理部門 立地用地部長 ○ ○

事務局 東北地方整備局　湯沢河川国道事務所 流域治水課 ○

〃 東北地方整備局　湯沢河川国道事務所 河川管理課 ○

〃 東北地方整備局　秋田河川国道事務所 流域治水課 ○

〃 東北地方整備局　秋田河川国道事務所 河川管理課 ○

別表－１

雄物川水系渇水情報連絡会　役員名簿
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事務局 下流部事務局
　湯沢河川国道事務所 　秋田河川国道事務所
　ＴEＬ0183-73-5340 　ＴEＬ018-864-2290
　 〃  （内線）752-330 　 〃  （内線）751-333
　FAX0183-73-3190 　FAX018-864-5329
　 〃  （内線）752-339 　 〃  （内線）751-339

 

玉川ダム管理所 成瀬ダム工事事務所 東北農政局 東北農政局
ＴEＬ0187-49-2170 ＴEＬ0182-23-8437
 〃  （内線）754-332  〃  （内線）755-502 ＴEＬ018-823-7801 ＴEＬ0182-35-7781
FAX0187-49-2166 FAX0182-23-6369 FAX018-823-7805 FAX0182-35-7784
 〃  （内線）754-400  〃  （内線）755-319

秋田地方気象台 東北農政局
ＴEＬ018-864-3955
FAX018-862-5199 ＴEＬ0187-66-3255

FAX0187-66-3271
秋田県生活環境部 秋田県生活環境部
生活衛生課 環境管理課
ＴEＬ018-860-1592 ＴEＬ018-860-1603 東北農政局
FAX018-860-3856 FAX018-860-3881

ＴEＬ0182-35-5401
FAX0182-35-5415

秋田県農林水産部
農地整備課
ＴEＬ018-860-1830
FAX018-860-3863 秋田地域振興局農林部 仙北地域振興局農林部

ＴEＬ018-860-3394 ＴEＬ0187-63-6117
FAX018-860-3865 FAX0187-63-7771

平鹿地域振興局農林部 雄勝地域振興局農林部
ＴEＬ0182-32-9509 ＴEＬ0183-73-6135
FAX0182-32-5117 FAX0183-73-9144

秋田県建設部
河川砂防課
ＴEＬ018-860-2514
FAX018-860-3809 秋田地域振興局建設部 仙北地域振興局建設部

ＴEＬ018-860-3482 ＴEＬ0187-63-8127
FAX018-860-3826 FAX0187-63-1328

平鹿地域振興局建設部 雄勝地域振興局建設部
ＴEＬ0182-32-6205 ＴEＬ0183-73-6168
FAX0182-32-0246 FAX0183-73-4206

鎧畑ダム管理事務所 大松川ダム管理事務所
ＴEＬ0187-42-2311 ＴEＬ0183-46-2100 ＴEＬ0182-53-3462
FAX0187-42-2031 FAX0183-46-2549 FAX0182-53-3248

旭川ダム管理事務所 岩見ダム管理事務所 協和ダム管理事務所
ＴEＬ018-827-2040 ＴEＬ018-883-2301 ＴEＬ018-893-2801
FAX018-827-2041 FAX018-883-2301 FAX018-893-2803

秋田県産業労働部
公営企業課
ＴEＬ018-860-5072
FAX018-860-5824 玉川発電事務所

ＴEＬ0187-42-2301 ＴEＬ018-839-2244
FAX0187-42-2305 FAX018-839-0046

秋田市　上下水道局 大仙市　上下水道局 横手市　上下水道部
浄水課 水道課 水道課
ＴEＬ018-839-2211 ＴEＬ0187-63-1111 ＴEＬ0182-35-2252
FAX018-839-2258 FAX0187-63-2004 FAX0182-32-4033

湯沢市　建設部 仙北市　建設部 東北電力（株）
上下水道課 上下水道課
ＴEＬ0183-73-2165 ＴEＬ0187-43-2296 ＴEＬ070-8811-5017
FAX0183-72-2299 FAX0187-55-5511 FAX022-265-8647

電源立地部（立地用地）

雄物川水系渇水情報連絡図

平鹿平野農業水利事業所

田沢二期農業水利事業所

皆瀬・板戸ダム管理事務所

西奥羽土地改良調査管理事務所

秋田発電・工業用水道事務所

旭川農業水利事業所
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東北地方整備局渇水対策要領

全面改訂 平成17年1月7日 国東整規第８０号

一部改定 平成17年4月1日 国東整規第９号

一部改定 平成23年7月28日 東北地方整備局訓令第１０号

（目的）

第１条 東北地方整備局渇水対策要領（以下「要領」という。）は、渇水に際し

ての、東北地方整備局の組織及び実施すべき措置を定め、適切な渇水対策

を円滑に行うことを目的とする。

（本部及び支部の設置等）

第２条 渇水時における業務を迅速かつ適確に実施するため、東北地方整備局に

渇水対策本部（以下「本部」という。）、地方整備局組織規則（平成１３

年国土交通省令第２１号）第１４０条に定める事務所及び管理所に支部

（以下「支部」という。）を設置するものとする。

２ 本部及び支部の設置基準は、別に細則で定める。

３ 設置の事由が解消された場合には、速やかに、本部及び支部を解散する

ものとする。

（本部の組織）

第３条 本部は、本部長、本部長代理、副本部長、総括班長、本部付け、班長及

び班員をもって組織し、編成は別表－１によるものとする。

２ 本部長は、局長をもって充て、本部の業務を掌理する。

３ 本部長代理は、副局長をもって充て、本部長を補佐する。

４ 副本部長は、河川部長をもって充て、各班の総括を行う。

５ 本部長に事故等があるときは、その職務を本部長代理、副本部長が代行

することができる。

６ 総括班長は各班の指揮、渇水に係わる情報の統括及び広報活動を行う。

７ 本部付けは、本部長、本部長代理、副本部長の命を受け、渇水対策業務

を行う。

８ 班長は、班員を指揮監督し、渇水対策業務を行う。

９ 本部長以下、各班長までの代行を、別表－２に規定する。

（支部の組織）

第４条 支部は、支部長、副支部長、班長、班員等をもって組織する。

２ 支部長は、当該事務所長又は管理所長をもって充て、支部の業務を掌理

する。
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３ 副支部長は、事務所の副所長又は課長等をもって充て、支部長を補佐

し、支部長に事故があるときはその業務を代行する。

４ 班長は、支部長が任命し、班の渇水対策業務を行う。

（支部運営要領）

第５条 事務所長及び管理所長は、支部の渇水対策業務が適切かつ円滑になされ

るよう支部運営要領を定め、本部長に報告するものとする。

２ 渇水調整の判断基準となる「流量基準地点」を、支部運営要領において

定めるものとし、支部で細則に基づき、基準となる流量を定めた場合は、

本部長に報告するものとする。

（渇水対策業務）

第６条 本部及び支部は、次に掲げる業務を行う。ただし、支部において第十

号、十一号に掲げる業務を行う場合、その他の渇水調整方針に係る重要な

事項については、本部長の承認を得て行うものとする。

一 気象及び水象状況の把握

二 河川の水質状況の把握（ダム貯水池の水質状況を含む。）

三 流況予測及び河川の水質予測（ダム操作予測と下流河川基準点の流況、

水質予測を含む。）

四 各利水者の取水実態の把握

五 各利水者の水需要要望の把握

六 排水実態の把握

七 渇水被害実態の把握

八 水質汚濁防止連絡協議会、渇水調整協議会その他の渇水対策に関わる組

織との連絡調整

九 関係地方公共団体、農業関係機関、電力会社等との情報連絡

十 渇水調整案の作成及び渇水調整協議会等への渇水調整案の提示

十一 渇水調整のためのダム操作規則に定める操作以外の操作

十二 報道機関への広報活動

十三 利水者への節水広報の指導

十四 その他渇水対策上必要な業務

（支部への通知）

第７条 本部長は、次の各号の一に該当するときは、関係支部長に通知しなけれ

ばならない。

一 本部が設置又は解散されたとき。
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二 水質汚濁連絡協議会等の渇水に係わる会議が開催されるとき。

三 その他必要のあるとき。

（本部への報告）

第８条 支部長は、次の表の区分の各号の一に該当するときは、それぞれ当該区

分の右欄に掲げる事項を本部長に報告しなければならない。

（細 則）

第９条 この要領の実施のため必要な事項は、別に定めるものとする。

附 則

（適用期日）

１ この要領は、平成１７年１月７日から適用する。

（関係通達の廃止）

２ 東北地方建設局渇水対策本部運営要領（昭和49年5月14日建東規第120号）は

廃止する。
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東北地方整備局渇水対策要領細則

１．総則

この細則は東北地方整備局渇水対策要領に基づき定める。

２．支部体制

東北地方整備局渇水対策支部の体制は、原則として次の３区分により運営する。

注 意 体 制 警 戒 体 制 非 常 体 制

１．一級河川の直轄管理に １．取水障害が生じ、重大 １．重大ば被害が生じた

係る区間の流量基準地点に な被害が予想される場合。 場合。

おいて、流水の正常な機能

を維持するために必要な流 ２．直轄ダムにおいて、貯 ２．直轄ダムにおいて、

量（以下「正常流量」とい 水池の水位が著しく低下し、 ダム最低水位に達するに

う）を下回り、早期の流量 ダム補給に著しい支障が生 なると予想される場合。

回復が見込まれない場合及 ずるおそれがある場合。

びそのおそれがある場合。

なお、正常流量が定まっ ３．渇水により河川環境に ３．渇水により河川環境

ていない河川については、 著しい悪影響を及ぼすおそ に著しい悪影響を及ぼし

最近５ヶ年平均渇水流量を れがある場合。 た場合。

一週間程度下回り、早期の

流量回復が見込まれない場 ４．その他、支部長が必要 ４．その他、支部長が必

合及びそのおそれがある場 と認めた場合。 要と認めた場合。

合。

２．直轄ダムにおいて、確

保水位相当の水位を一週間

程度下回り、早期の回復が

見込まれない場合。

３．その他、支部長が必要

と認めた場合。

３．本部体制

東北地方整備局渇水対策本部の体制は、原則として次の３区分により運営する。

注 意 体 制 警 戒 体 制 非 常 体 制

１．１支部以上が警戒体制 １．２以上の支部が警戒体 １．支部が非常体制に入

に入った場合。 制に入った場合。 った場合。

３．その他、本部長が必要 ２．その他、本部長が必要 ２．その他、本部長が必

と認めた場合。 と認めた場合。 要と認めた場合。
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秋田河川国道事務所 渇水対策支部運営要領 

 

 

(目的) 

第１条  この要領は、「東北地方整備局渇水対策要領」（以下、「対策要領」という）に定めるものの他、

渇水に際し、事務所における組織及び実施すべき措置を定め、適切な渇水対策を円滑に行うことを

目的とする。 

 

（支部の設置等） 

第２条 対策要領の第２条に基づき、支部の設置・解散を行うものとする。 

  ２ 対策要領第５条２項に該当する一級河川雄物川及び子吉川の基準地点及び補助基準地点は、次のと

おりとする。 

基準地点 

      雄物川  椿川地点（秋田県秋田市椿川地先） 

      子吉川  宮内地点（秋田県由利本荘市宮内地先） 

補助基準地点 

      雄物川  新波地点（秋田県秋田市新波地先） 

          子吉川  矢島地点（秋田県由利本荘市矢島町元町地先） 

   ３  支部の設置基準及び体制区分については、別途定める「秋田河川国道事務所渇水対策支部運営細則」

によるものとする。 

    ４ 支部の設置等にあたっては、雄物川については「雄物川水系渇水情報連絡会」、子吉川については

「子吉川水系渇水情報連絡会」と連絡調整を行うものとする。 

 

（支部の組織及び所掌業務） 

第３条 支部の組織は、支部長・副支部長・班長及び班員等で組織し、その編成及び代行者は、別表－１（渇

水対策支部編成表）及び別表－２（渇水対策支部編成表（代行者））によるものとする。 

 

（渇水対策業務） 

第４条 対策要領第６条に基づき業務を行うものとし、各班における業務内容は、別表－１（渇水対策支部

編成表（主要業務））によるものとする。 

  ２ 渇水情報の伝達は、別図－１（渇水情報連絡系統図）に従い行うものとする。 

  ３ 渇水対策中の流量観測・水質測定等は、適切な値の把握に努めるものとする。 

 

（細則） 

第５条 この要領の実施のため必要な事項は、別に定めるものとする。 

 

  附 則 

 （施行期日） 

  この要領は、平成１７年 ４月 １日から施行する。 

 

 

 

＊別表－１、２は添付を省略 
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秋田河川国道事務所 渇水対策支部運営細則 

 

１．総 則 

    この運営細則は、「秋田河川国道事務所渇水対策運営要領」に基づき定める。 

 

２．渇水対策支部設置基準及び体制区分 

注 意 体 制        警 戒 体 制       非 常 体 制       

 

１．雄物川及び子吉川について、以下

の基準地点が、流水の正常な機能を維

持するために必要な流量（以下「正常

流量」という）を下回り、早期の流量

回復が見込まれない場合。 

<基準地点及び正常流量> 

 雄物川  椿川地点  80m3/s 

 子吉川  宮内地点  11m3/s 

 

 また、以下の補助基準地点が基準流

量を一週間程度下回り、早期の流量 

回復が見込まれない場合。 

<補助基準地点及び基準流量> 

  雄物川 新波地点 

              75m3/s 程度 

 子吉川 矢島地点 

        6m3/s 程度 

 

２．玉川ダムにおいて、確保水位相当

の水位を１週間程度下回り、早期の回

復が見込まれない場合。 

 

３．その他、支部長が必要と認めた場

合。 

 

 

１．取水障害が生じ、重大な被害

が予想される場合。 

 

２．玉川ダムにおいて、貯水池の

水位が著しく低下し、ダム補給に

著しい支障が生ずる恐れがある場

合。 

 

３．渇水により河川環境に著しい

悪影響を及ぼす恐れがある場合。

 

４．その他、支部長が必要と認め

た場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．重大な被害が生じた場合。 

 

２．玉川ダムにおいて、最低水位

（EL353.7m）を下回ると予想さ

れる場合。 

 

３．渇水により河川環境に著しい

悪影響を及ぼした場合。 

 

４．その他、支部長が必要と認め

た場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＊玉川ダムについては、雄物川の場合 
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湯沢河川国道事務所渇水対策支部運営要領

(目的)

第１条 この要領は、東北地方整備局渇水対策本部運営要領（以下「本部要領」という。）

に定めるもののほか、渇水に際し、事務所における組織及び実施すべき措置を定め、

適切な渇水対策を円滑に行うことを目的とする。

（支部の設置等）

第２条 本部要領の第２条に基づき、支部の設置・解散を行うものとする。

２ 本部要領第５条２項に該当する一級河川雄物川・皆瀬川及び玉川の基準地点は次

のとおりとする。

岩 館地点（秋田県湯沢市小野地内） 雄物川

岩 崎 橋地点（秋田県湯沢市岩崎地内） 皆瀬川

長 野地点（秋田県大仙市長野地内） 玉 川

刈和野橋地点（秋田県大仙市字刈和野地内） 雄物川

椿 川地点（秋田県秋田市椿川地内） 雄物川

（なお、注意体制の基準流量については、当分の間、椿川地点については、正常流量の

８０m3／ｓとし、他の地点については、東北地方整備局渇水対策細則に定める、河川

の正常流量が定まっていない河川の場合を適用し運営するものとする。）

（支部の組織及び所掌業務）

第３条 支部の組織は、支部長、副支部長、班長及び班員等で組織し、その編成及び代行

者は別表－１によるものとする。

（渇水対策業務）

第４条 本部要領第６条に基づき、業務を行うものとし、各班における業務内容は別表－

１によるものとする。

２ 渇水情報の伝達は、別に定める伝達系統に従い行うものとする。

３ 渇水対策中の流量観測、水質、測定等は、適切な値の把握に努めるものとする。

（細則）

第５条 この要領の実施のため必要な事項は、別に定めるものとする。

附 則

（施行期日）

この要領は、平成１７年３月１１日から施行する。

※別表－１の添付を省略
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■雄物川水系渇水情報連絡会　渇水対応タイムライン １／２

玉川ダム貯水率

貯水位 渇水情報連絡会 玉川ダム群 河川管理者 秋田県・仙北市

情報収集・情報共有 適正な施設運用と情報発信 適正な河川管理 住民への水資源の啓発

◆　定例会の開催 ◆　雨量、貯水状況の監視 ◆　雨量、貯水状況の監視 ◆　水資源や節水に関する広報

通常時の運用ルール ◆　河川管理者、利水者、関係機 ◆　ダム等の水管理情報の発信 ◆　適正な利水補給、河川環境の

に よ る 補 給 比 率 　　関等の情報共有 　　確認

情報収集・情報共有 適正な施設運用と情報発信 適正な河川管理 住民への水資源の啓発

玉川ダム　80％ ◆　臨時会の開催 ◆　補給持続 ◆　雨量、河川状況の監視 ◆　住民への水資源や節水の啓発

田沢湖　　20％ ◆　状況の把握 ◆　雨量、貯水状況の監視 　　（平年との比較等）

　　（平年との比較等） ◆　適正な利水補給、河川環境の

◆　ダム等の水管理情報の発信 　　確認

渇水注意レベルでの監視

◆　地すべり監視

情報共有・連携運用等の確認 渇水警戒レベルでの施設運用 渇水警戒レベルでの河川管理 田沢湖の影響確認

◆　臨時会の開催 ◆　補給比率変更 ◆　雨量、河川状況の監視 ◆　田沢湖の水位監視

玉川ダム　52％ ◆　玉川ダム及び田沢湖の運用管 ◆　雨量、貯水状況の監視 ◆　取水量の把握 ◆　田沢湖のｐＨ監視

田沢湖　　48％ 　　理に関する調整会議等の協議 ◆　水環境の変化確認

　　内容の確認 渇水警戒レベルでの監視 渇水警戒レベルでの監視 住民への情報発信

◆　田沢湖利用水深の確認 ◆　地すべり監視強化 ◆　節水の可能性等呼びかけ ◆　住民への広報

◆　補給比率変更 ◆　ｐＨ低下監視強化 ◆　水環境の変化確認 ◆　節水の可能性等呼びかけ

◆　節水等に対する備え

連携運用、節水量等の調整 異常渇水レベルでの施設運用 異常渇水レベルでの河川管理 田沢湖の影響確認

◆　臨時会の開催 ◆　補給比率変更 ◆　雨量、河川状況の監視 ◆　田沢湖の水位監視

◆　玉川ダム及び田沢湖の運用管 ◆　雨量、貯水状況の監視 ◆　取水量の把握 ◆　田沢湖のｐＨ監視

　　理に関する調整会議等の協議 ◆　水環境の変化確認

玉川ダム　30％ 　　内容の確認

田沢湖　　70％ ◆　補給比率変更 異常渇水レベルでの監視 異常渇水レベルでの監視 渇水対策の推進

◆　水利用者への状況説明の推進 ◆　地すべり監視強化 ◆　節水の呼びかけ ◆　住民への広報

◆　20％取水量節水協力要請 ◆　ｐＨ低下監視強化 ◆　水環境の変化確認 ◆　節水の呼びかけ

◆　田沢湖等の水利用者の使用時 ◆　河川巡視強化 ◆　渇水体制

　　期を踏まえた調整

◆　水融通の調整

連携運用、節水量等の調整 異常渇水レベルでの施設運用 異常渇水レベルでの河川管理 田沢湖の影響確認

◆　臨時会の開催 ◆　補給継続 ◆　雨量、河川状況の監視 ◆　田沢湖の水位監視

◆　玉川ダム及び田沢湖の運用管 ◆　貯水位低下予測 ◆　更なる渇水対策 ◆　田沢湖のｐＨ監視

　　理に関する調整会議等の協議 ◆　雨量、貯水状況の監視 ◆　田沢湖湖岸監視

　　内容の確認

◆　給水車の準備、応援給水の検 異常渇水レベルでの監視 異常渇水レベルでの監視 渇水対策の強化

玉川ダム　30％ 　　討や依頼 ◆　地すべり監視強化 ◆　節水の呼びかけ ◆　住民や観光客への広報

田沢湖　　70％ ◆　更なる渇水対策措置（更なる ◆　ｐＨ低下、濁水発生の監視強 ◆　水環境の変化確認 ◆　更なる渇水対策強化

　　連携運用の調整、椿川地点の 　　化 ◆　河川巡視強化 ◆　遊覧船運航確保のための調整

　　補給量の調整等）

◆　その他非常時対応

※　本タイムラインは渇水時の行動の目安とするため、過去の渇水対応を参考に作成したものであり、実際の対応は気象や水利用の状況により変わることがあります。

各機関の取組渇水の
レベル

玉川ダム貯水率
玉川ダムと田沢湖
の補給比率

EL=364.4m

EL=368.5m

EL=375.0m

EL=380.0m

玉

川

ダ

ム

椿川地点等で流況悪化の場合、利水補給開始

貯水率

70％以上
通
常
時

玉川ダム 田沢湖

玉川ダム 田沢湖

（
渇
水
注
意
）

渇
水
レ
ベ
ル
１

（
渇
水
警
戒
）

渇
水
レ
ベ
ル
２

（
異
常
渇
水
①
）

渇
水
レ
ベ
ル
３

（
異
常
渇
水
②
）

渇
水
レ
ベ
ル
４

取水量

２０％節水

玉川ダム 田沢湖

玉川ダム 田沢湖

取水量

２０％節水

＋

更なる対応

貯水位

EL.380.0m以上

貯水率

70％～50％

程度

貯水位

EL.380.0m未満

貯水率

50％～30％

程度

貯水位

EL.375.0m未満

貯水率

30％～20％

程度

貯水位

EL.368.5m未満

貯水率

20％以下

貯水位

EL.364.4m未満
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■雄物川水系渇水情報連絡会　渇水対応タイムライン ２／２

玉川ダム貯水率

貯水位
農業用水

（土地改良区等）
都市用水

（各水道・工業用水道）
発電用水

（秋田県、東北電力等）
住民・事業者

適正な施設管理と運用 適正な施設運用と情報発信 適正な施設管理と運用 平時からの節水

◆　取水・配水施設の整備・点検 ◆　取水・送配水施設の整備・点 ◆　発電に係る設備の整備・点検 ◆　節水への関心を持つ

通常時の運用ルール ◆　ダムの貯水率や河川流量の情 　　検 ◆　ダム等の貯水率の情報発信や ◆　一般家庭や事業所での節水

に よ る 補 給 比 率 　　報確認 ◆　ダムの貯水率や河川流量の情 　　確認

　　報確認

事前行動・情報収集 事前行動・情報収集 事前行動・情報収集 節水・自治体からの情報確認

玉川ダム　80％ ◆　取水・配水施設の整備・点検 ◆　取水・送配水施設の整備・点 ◆　発電に係る設備の整備・点検 ◆　一般家庭や事業所での節水の

田沢湖　　20％ ◆　ダムの貯水率や河川流量の情 　　検 ◆　ダム等の貯水率の情報発信や 　　推進

　　報確認 ◆　ダムの貯水率や河川流量の情 　　確認

◆　必要により番水取水の実施 　　報確認

◆　用水路間の流量調整等の流水 ◆　使用者への節水啓発

　　管理

渇水警戒レベルでの節水・管理 渇水警戒レベルでの施設運用 渇水警戒レベルでの施設運用 節水・自治体からの情報確認

◆　取水・配水施設の整備・点検 ◆　取水・送配水施設の整備・点 ◆　発電に係る設備の整備・点検 ◆　一般家庭や事業所での節水の

玉川ダム　52％ ◆　ダムの貯水率や河川流量の情 　　検 ◆　ダム等の貯水率の情報発信や 　　推進

田沢湖　　48％ 　　報確認 ◆　ダムの貯水率や河川流量の情 　　確認 ◆　自治体から発信された広報の

◆　必要により番水取水の実施 　　報確認 ◆　渇水対策の検討開始 　　確認及び内容の実施

◆　用水路間の流量調整等の流水 ◆　渇水対策の検討開始

　　管理 ◆　使用者への節水啓発

異常渇水レベルでの施設運用 異常渇水レベルでの施設運用 異常渇水レベルでの施設運用 節水・自治体からの情報確認

◆　取水・配水施設の整備・点検 ◆　取水・送配水施設の整備・点 ◆　発電に係る設備の整備・点検 ◆　自治体から発信された広報の

◆　ダムの貯水率や河川流量の情 　　検 ◆　ダム等の貯水率の情報発信や 　　確認及び内容の実施

　　報確認 ◆　ダムの貯水率や河川流量の情 　　確認 ◆　一般家庭・事業所での節水の

玉川ダム　30％ ◆　番水取水の実施 　　報確認 ◆　渇水対策のための運転調整 　　強化

田沢湖　　70％ ◆　用水路間の流量調整等の流水 ◆　使用者への更なる節水啓発や ◆　断水に向けた準備

　　管理の強化 　　節水依頼

◆　バルブ調整や水圧調整による

　　節水開始

異常渇水レベルでの施設運用 異常渇水レベルでの施設運用 異常渇水レベルでの施設運用 節水・自治体からの情報確認

◆　取水・配水施設の整備・点検 ◆　取水・送配水施設の整備・点 ◆　発電に係る設備の整備・点検 ◆　自治体から発信された広報の

◆　ダムの貯水率や河川流量の情 　　検 ◆　ダム等の貯水率の情報発信や 　　確認及び内容の実施

　　報確認 ◆　ダムの貯水率や河川流量の情 　　確認 ◆　最低限の水利用

◆　取水障害への対応 　　報確認 ◆　運転調整や停止 ◆　広域的な暖水時の対応

　　（ポンプ等での取水） ◆　使用者への更なる節水依頼 ◆　渇水弱者の自主避難

玉川ダム　30％ ◆　地下水の利用 ◆　バルブ調整や水圧調整による 　　（公民館等へ）

田沢湖　　70％ 　（地下水くみ上げによる対応） 　　節水

◆　利用者間での水融通 ◆　利用者間での水融通

◆　代替水源確保の検討・調整

※　本タイムラインは渇水時の行動の目安とするため、過去の渇水対応を参考に作成したものであり、実際の対応は気象や水利用の状況により変わることがあります。

渇水の
レベル

玉川ダム貯水率
玉川ダムと田沢湖
の補給比率

各機関の取組

EL=364.4m

EL=368.5m

EL=375.0m

EL=380.0m

玉

川

ダ

ム

貯水率

70％以上
通
常
時

玉川ダム 田沢湖

玉川ダム 田沢湖

（
渇
水
注
意
）

渇
水
レ
ベ
ル
１

（
渇
水
警
戒
）

渇
水
レ
ベ
ル
２

（
異
常
渇
水
①
）

渇
水
レ
ベ
ル
３

（
異
常
渇
水
②
）

渇
水
レ
ベ
ル
４

取水量

２０％節水

玉川ダム 田沢湖

玉川ダム 田沢湖

取水量

２０％節水

＋

更なる対応

貯水位

EL.380.0m以上

貯水率

70％～50％

程度

貯水位

EL.380.0m未満

貯水率

50％～30％

程度

貯水位

EL.375.0m未満

貯水率

30％～20％

程度

貯水位

EL.368.5m未満

貯水率

20％以下

貯水位

EL.364.4m未満
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